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世代会計からみた世代別の受益と負担

麻生良文1・吉田　浩2

  世代会計は世代別の生涯の純負担を明らかにしようとするものである。世代会計の推計

の目的は二つある。第一に，世代会計を明らかにすることで，ある政策の世代間の公平性

の検討ができる。第二に，世代会計の情報によってはじめて，ある政策が消費や貯蓄に与

える効果をライフサイクル仮説と整合的に分析することができる。なお，この第二の点に

関してはこの論文では扱わず，将来の課題としたい。

  世代会計の基本的なアイデアは，現在の支出構造を所与としたとき，将来世代はどれく

らいの負担が必要かを政府の（異時点間の）予算制約式から推計しようというものである。

  この研究では，まず1992年を基準年とし，基準年の政府の支出と収入を「家計調査」等

から年齢階級別に世帯単位で分解した。次に一定の賃金成長率と利子率の想定のもとで現

在世代の生涯の純負担を推計する。また，1992年の年齢階級別の各世帯の受益構造，将来

の人口構造，1992年時点の政府資産の情報と政府の予算制約式を用いて将来世代の負担を

推計する。この結果は次頁の表の「現状」にまとめられている。なお，この計算は現在か

ら死亡時までの各世代の純負担を計算をしたものなので，表の数字は年齢の高い世代が優

遇されていることを意味するものではない。表で比較可能なのは，将来世代と（労働を開

始して間もない）20歳代である。表の結果によれば将来世代は現在20歳の世代に比べ生涯

で50％も純負担が大きいことがわかる。

  次に，将来の財政改革シミュレーションを行った。１つは直間比率を現行の６：４から

４：６に変更するケースである（家計部門の直接税の減税を間接税の増税でまかなうとし

た）。表の「直間変更」がその結果である。それによれば直間比率の変更は世代別の負担を

ほとんど変化させない。これは，法人税の２分の１が製品価格に転嫁されるとした推計の

前提のためである。第2に，年金給付を直ちに25％引き下げるケースのシミュレーション

も行った。これが表の「25％削減」である。このケースでも将来世代は現在20歳の世代に

比べ純負担は1,000万円以上大きい。第３に将来世代と現在20歳の世代の負担が等しくな

るように年金給付の削減を行うとどうなるかを計算した。下の表には報告していないが，

このためには年金給付を直ちに58％あまり削減する必要があるとの計算結果が得られた。

1　新潟大学経済学部助教授
2　明海大学経済学部専任講師
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表  世代会計の推計結果

Ⅰ．はじめに

  この研究の目的は，日本における世代別会計

を提示することである。世代別会計とは，現在

から将来にかけての政府の収入と支出を世代別

に分解して，生涯を通じた純負担の割引価値を

世代別に明らかにしょうとするものである。こ

のような分析を通じて，世代間の負担の公平性

の検討だけでなく，財政政策が消費や貯蓄に与

える影響についても検討することができる。

  従来のマクロ経済学では，ある時点の財政赤

字の大きさをもとにして，財政政策の効果を論

じてきた。しかし，このような方法は，ライフ

サイクル仮説と整合的でない。ライフサイクル

仮説によれば，現在の消費は，現在から将来に

かけての所得の経路（および現在の資産水準），

残りの生涯の長さ等に依存する。したがって，

ライフサイクル仮説と整合的に財政政策の効果

を分析するためには，集計された数字ではな

く，世代別の情報が必要である。また，財政赤

字は，収入と支出の恣意的な定義に依存してい

る。この意味で，信頼性にかける指標でもある。

Ａuerbach，Ｇokhale and Ｋotlikoff（1991）は，

公的年金の保険料と給付の取扱いを例にあげ

て，この事を説明している。

  公的年金の保険料と給付の一つの扱い方は，

公的年金の保険料負担を政府収入に，年金給付

を政府支出とする方法である。これに対し，も

う一つの扱い方は，公的年金の保険料は家計が

政府に対して行った貸付で，給付は政府から家

計への返済（保険数理的にフェアーな部分）プ

ラス移転支出（あるいは税金）とする方法であ

る。家計からみれば，どちらの定義であろうと

も，政府への支払と受取に変化はない。した

がって，世代別会計による方法では同一の結果

が得られる。そして，もちろん，保険料，給付

をどう呼ぶかの変更によって家計行動に変化は

生じない。ところが，どちらの定義をとるかに

よって，財政赤字の水準およびその時間経路は

大きく変化する。日本の場合では，前者の定義

に基づいて年金の保険料負担と給付を処理する

と，現在のところ公的年金は財政赤字の縮小に

貢献するが，将来においては増大に寄与する。

後者の定義を用いると，現時点で赤字が増大

し，将来時点ではやや縮小する３。

  負担の公平性についても，世代別会計は有用

な情報を提供してくれる。この点からも財政赤

字は不十分な指標でしかない。負担の公平性の

観点から財政赤字が問題にされるのは，財政赤

字が将来世代の負担を意味すると考えられるか

らである。しかし，同じ財政赤字でも，将来の

増税が消費税の増税によるのか，所得税の増税
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によるのか，資産課税の増税によるのかで世代

別の負担は異なるだろう。世代別会計では，こ

うした点を十分考慮している。また，ある時点

で税収中立的な税制改正の効果についても，世

代別会計は有効である。

  一般に税収中立的な税制改正であっても，税

負担の分布を変化させるだろう。この場合，負

担の公平性を議論するためには，ある時点での

負担の大きさではなく，生涯を通じた負担の大

きさを考える必要がある。世代別会計は，生涯

を通じたネットの負担を計算するので，この点

も十分考慮されている。

  さて，後で詳しく述べるが，世代別会計の計

算は，政府の異時点間の予算制約式，すなわち

政府支出の割引価値が税負担の割引価値に等し

いという制約から出発する。将来の政府支出に

関しては，将来の人口構成の変化や経済成長率

から予測することができる。一方，税収の方

は，例えば現在の一人当たりの税負担の水準を

前提にして，政府の異時点間の予算制約式を満

たすためには，将来世代はどれほど余分に（あ

るいは少なく）負担をしなければいけないかを

計算することができる。したがって，例えば，

現在の人口構成のもとでは支出はまだ少額であ

るが，将来の高齢化の進展によって支出が増加

する項目があれば，その支出を賄うために，将

来世代はどれだけ余分の税負担が必要になるか

を明らかにできる。このような計算を行うため

に，現在は顕在化していないが既にビルトイン

されている支出政策についても（年金，医療費

がそうである），その便益と負担を適切に評価

できるのである。

  世 代 別会計の研究は，米国に おいて ，

Ｋotlikoffを中心にして始められた。Ｋotlikoff，

Ｇohkale and Ａuerbach（1991）の計算による

と，1989年生まれの世代と比べると，その後の

世代のネットの負担は17％から24％も多いとい

う。この計算から，米国の現在世代が生涯のう

ちに受ける政府からのサービスの一部は，将来

世代の負担によることが明らかにされた。

  日本における世代別会計の研究は，今のとこ

ろ，公的年金のみを取り出して世代別の受益と

負担を明らかにしようとした研究が中心であっ

た4。この研究では，公的年金だけに限らず，政

府部門全体をとりあげ，世代別会計の推計を試

みる。推計の結果，現行の支出政策のもとで，

将来世代は現在世代よりも，純負担が50％も多

いとの結果を得た。これは，米国の場合の17％

から24％多いというＫotlikoffらの推計よりも大

きな数字であった。以下では，２.において，世

代別会計の基本的考え方を説明し，３.以降に

おいて推計方法の詳細と推計結果を報告する。

 この節では，世代別会計の基本的な考え方を

説明する。最初に述べたように，世代別会計

は，政府の現在から将来にかけての収入と支出

を，世代別の生涯の受益と負担に分解しようと

するものである。そして，この情報によって，

はじめてライフサイクル仮説と整合的に財政政

策や税制改革の効果を論じることができる。と

ころで，将来の政府支出と収入はもちろん独立

3   現時点での年金給付のほとんどの部分は移転であり，保険料負担にみあう部分は少ない。つまり，現時点で

　は，移転支出だけがカウントされ，財政赤字の増大に貢献する。将来時点では，保険料負担に見合う分だけの

　給付は期待できない。したがって，将来時点の給付は，政府からの返済分と税金の混合である。つまり，将来

　時点では税収がカウントされ，財政赤字がその分縮小される。
4   麻生（1992ａ，1992ｂ）によれば，公的年金制度を通じて，現在の高齢者世代に多額の所得移転が行われて

　いる。

Ⅱ．世代別会計の基本的考え方
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Ｎ(t,k)：  k年生まれの世代全体での純負担の割引価値。ただし，現在から将来にかけての準拠出

            だけを考慮し，過去の純拠出は含まない。

Ｗg(t)：ｔ年における政府純資産

Ｇc(t)：ｔ年における政府消費支出（移転は含まれない）

ｒ(t)：利子率

Ｄ：死亡年齢の上限

Ｐ(s,k)：ｋ年生まれ世代のｓ年における人口

Ｔ(s,k)：ｋ年生まれ世代一人当たりのｓ年における純負担

Ｒi(s,k)：ｋ年生まれ世代一人当たりのｓ年におけるｉ番目の項目の負担または給付（負担であれ

           ばプラス，給付であればマイナスにカウントする）

ではない。これらは，政府の異時点間の予算制

約式にしたがわなければならない。これは，現

在から将来にかけての政府支出の割引価値の合

計は，現在から将来にかけての税収の割引価値

の合計と現在の政府の純資産の額の和に等しく

なければならないという制約である。この制約

は，政府の債務残高が発散しないという制約と

等価でもある。政府の異時点間の予算制約式

は，次の(1)式で表される。Ｎ(t,k)は，ｋ年生ま

れの世代が時点ｔから残りの生涯にかけての政

府に対する純支払である。そして，(2)式，(3)式

がＮ(t,k)の導出の仕方を記述した式である。こ

こで純支払とは，租税，社会保険料負担から各

種給付を引いたものである。また，Ｇc(t)は時

点tにおける政府消費，Ｗg(t)は時点ｔにおけ

る政府純資産，r(t)は時点ｔにおける利子率で

ある。(1)式では純負担（税収－給付）を二つの

部分に分解している。第１項は現在世代の純負

担であり，第２項は将来世代の純負担である。

政府支出の現在価値が一定のもとでは，現在世

代と将来世代の純負担は１対１の代替関係にあ

ることを(1)式は示している。この単純な関係

が，世代別会計の推計の際の基本となるのであ

る。

  さて，(1)式に戻ろう。世代別会計で求めたい

情報は，各世代のＮ(t,k)である。特に，まだ生

まれていない将来世代の純負担はどのようにし

て求めるか問題になる。世代別会計では次のよ

うな方法でこれを求める。まず，現在世代の純

負担については，現在の年齢別一人あたり純負

担の値を「家計調査」，「国民経済計算」等から

推計し，さらに一定の経済成長率を仮定して，

各年の純負担の値を算出する。これに年齢別人

口をかけて，更に仮定した利子率で割り引いて

現在価値を出す。これで，(1)式の第１項が求め

られる。また，政府支出（各世代に帰属できな

い支出）の系列については，現時点における人

口ー人あたりの政府支出額，将来人口の推計

値，一定の経済成長率をもとに，将来時点の政

府支出額を求める。これから政府支出の割引価

値を求めることができる。これで(1)式右辺り値

が求められる。また，政府の純資産Ｇc(t)は時

点ｔにおいて既知なので，将来世代の純負担は
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(1)式の等式を満たすように決まる必要がある。

つまり，将来世代の負担は，予測される政府支

出のもとで，現在世代の純負担によってまかな

えない残差の部分として求めることができるの

である。現在の支出構造を前提にした場合，将

来世代はどのくらい多く（あるいは少なく）負

担するのかが，この方法によって知ることがで

きる。

  世代別会計の基本的な考え方は以上のように

単純なものである。ここで，推計の際の留意点

を い く つ か あ げ て お こ う 。 第 １ の 点 は ，

Ｋot l iko f fらとの計算方法の違いに関するもので

ある。Ｋot l iko f fらは，世代別会計の際に，世帯

単位ではなく，個人単位に分解して（男女別に

も分解している）推計を行っている。これに対

し，我々の方法は世帯主年齢別の世帯を単位に

した推計になっている。日本の統計調査の多く

が世帯を単位に行われており，しかも，同居高

齢者の情報が入手困難なため，現在のところこ

うした方法をとる以外に方法が無いためである。

将来的には，高齢者の同居割合等から，世帯単

位の情報から個人単位の情報を抽出する必要が

ある。第２の点は，法人税の帰属計算の問題で

ある。法人税は，最終的には，株主，従業員，

製品の購買者等の個人によって負担されている

と考えられる。世代別会計の推計の際には，最

終的にどの経済主体にどの程度転嫁されている

か仮定しなければならない。そして，推計結果

がこの仮定に依存していることに注意しなけれ

ばならない。第３の点は，税の資本化の問題で

ある。例えば，固定資産税の増税が行われる

と，その時点から将来にかけての増税分の割引

価値の合計と等しい金額だけ土地価格の下落が

生じるはずである5。つまり，固定資産税の増

税は，現在から将来にかけての税負担増の全額

が，増税のアナウンスがあった時点での土地所

有者によって負担されている。なお，税支払い

は，その後の各年にわたって発生し，その支払

はその時点の土地所有者によって行われる。つ

まり，負担の発生と支払，納税義務者と実際の

負担者が異なっている。世代別会計の計算で

は，こうした点を考慮して推計する必要がある。

しかし，今回の推計では，税の資本化の効果は

無視している。今後，この点を考慮して推計を

改善する必要がある。第４の点は貨幣による政

府支出の調達分である。Ｋ o t l i k o f fらの計算で

は，貨幣保有によって失われた利子所得を税負

担と同等にみなして計算しているが，我々の推

計では，これを無視している。第５に公的年金

の取り扱いがある。世代別の純負担が異なる最

も大きな要因が公的年金にあると思われるの

で，現在検討されている年金改革案をもとに精

緻にする必要がある。第６に，世代別会計の推

計においては，世代別の一人あたり平均純負担

を問題にしている。しかし，政策変更の公平性

を論じるためには，同一世代であっても生涯所

得の違う個人の純負担がどのように変化する

か，すなわち累進度の変化も重要な問題である。

また，マクロ的な消費・貯蓄の反応も，もし生

涯所得からの消費性向が生涯所得の水準によっ

て異なったり，あるいは累進度の変化が労働供

給に与える影響を考えるならば，累進度の変化

を考慮にいれて分析する必要がある。しかし，

現在のところ，累進度の変化は考慮していない。

5  部分均衡分析の枠組みで考えている。固定資産税の増税によって，貧しくなった土地所有者が貯蓄を増や

 し，資本蓄積が促進され，その結果利子率が低下する効果を考えると，固定資産税の一部は，資本所有者に

 よっても負担されることになる。
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Ⅲ．世代別会計の計算手順

Ⅲ－１．単年度での負担・受給関係

  本研究では，政府と年齢階級別個人との負担

と受益の関係を定量的に把握するため，以下の

ような手順で推計を行うものとする。なお，以

下では基準年次を平成４年（1992年）として話

を進めるものとする。

  まず，政府と民間部門とのやり取りを確定す

るため，平成４年での中央および地方政府の受

取と支払を確定する６。これに対して，民間部

門は法人と個人に大別できるが，法人税等を中

心とした法人部門の負担は，後で説明する一定

のルールに従い，すべてを個人部門に帰属し尽

くす作業を行う。次にこの個人部門の負担，す

なわち直接に個人部門に割り振られた負担＋法

人部門からの帰属分負担を合わせたものを，年

齢階級別に割り当てることになる。

  個人部門の計数の総計を年齢階級別に割り振

るにあたっては，『家計調査』や『全国消費実態

調査』(いずれも総務庁)の年齢階級別の収入

・支出のデータを用いるものとする。従って，

ここでは年齢階級別の「個人」といった場合に

は，厳密には世帯主の年齢階級別の世帯単位の

負担と受益ということになる。

  このような手順で，まず平成４年での年齢階

級別の個人（世帯）と政府との負担と受益の関

係を確定する。

図１　政府と個人とのやり取り

Ⅲ－２．生涯での負担

  次に，この平成４年の各年齢階級別の一世帯

当たり負担・受益の構造が変わらないものとし

て，今後，各年齢階級が死亡するまでの負担と

６  歳入・歳出という概念は国庫勘定のみに使われる概念で，歳入は借入金等の収入とは言えない負債も含め

 国庫に入る全ての資金を指す。ここでの受取は，歳入から資本調達のための借入金等を除外した所得にあた

 るものを指す。
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受益を割引現在価値で計算する。これにより，

現存する各年齢階級が今後どのくらいの純負担

を負うのかがわかる。

Ⅳ．平成４年政府収支

Ⅳ－１．政府の全体収支

  それでは，まず平成４年の政府の受取・支払

について見てみよう。政府・法人・個人を包括

的かつ体系的に統合した最新の統計としては，

『平成６年版国民経済計算年報』(経済企画庁)

があり，本研究もそれに従った。

　ここでは，政府の受取・支払を見るために，

暦年ベースの「制度部門別所得支出勘定」を用

いている。

表１　平成４年政府所得・支出勘定
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表２　所得・支出勘定の概略

７　　この統計数値は，年度ベースでしかとれないが，暦年と読み替えて比率を使用することとした。
８　　家計調査の教育費支出は家計が直接支出した教育費の金額であるため，義務教育では過小になっている可

　能性がある。このほか，高等教育の家計負担の研究については矢野（1994）があげられるが，当該研究において

　も公費の負担分の帰属推計には至っていない。また，教育費支出によって受益を受けているのは，子供自身か

　れともその金銭的負担を担う保護者かという議論もある。ここでは，その教育費の負担者の状況が保護者

　を通じてしか観察出来ないという統計上の制約もあって，保護者基準によった。

　このうち,単独項目で全体の1/3を占める教

育費について,ここでは各年齢階級別世帯の教

育費の支出に応じて按分することとした8。

　これ以外の政府消費については,世代別に配

分するのが技術的に困難であるため,各世帯あ

たり均等に配分した。

表３　政府消費の内訳

　この構造を単純化すると，政府は平成４年度

において，租税でおよそ97兆円，社会保険料で

およそ44兆円，その他で約17兆円，合計158兆

円あまりの受取があった。これに対し，支払の

方は政策経費等のいわゆる政府消費が43兆円，

社会保障給付が46兆円，その他が31兆円になっ

ている。なお貯蓄の38兆円は，その他の資本調

達（主として国債等の借入金）とともに，政府の

固定資本形成（いわゆる政府投資）にあてられる。

　このうち，本研究では負担と受益のうち政府

の受取（国民の負担）面では税金と社会保険料

負担，いっぽう政府の支払（国民の受益）面で

は主として社会保障給付等を世代別に帰属させ

る。これ以外については以下に示す一定の仮定

の下で，カウントの対象とした。

Ⅳ－２．政府消費の内訳

　平成４年度の政府の最終消費支出は，上に示

すように43兆円あまりであった。これを，やは

り『国民経済計算』の「一般政府の目的別支

出」の統計を用いて内訳する7。
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Ⅴ．推計にあたっての諸問題

Ⅴ－１．勤労者世帯のデータを用いる問題

  本世代別勘定の推計は，政府と個人のやり取

りを年齢階級別に把握することがその目的であ

る。従って，マクロの負担や受益のデータを年

齢階級別に分解できるミクロの統計で補足する

こととなる。そこでは，先に述べたとおり，わ

が国では完全に個人ベースのデータが完備して

いないため，世帯別にしか負担や受益を観察で

きないという問題が残った。これは現行では，

個人の負担や受益を観察する際の基礎となる統

計が『家計調査』や『全国消費実態調査』に限

られるためである。

  さらに現状では，これらの統計のうち税負担

や社会保障受給の状況を年齢階層ごとに把握で

きるサンプルは，勤労者世帯に限られている。

そのため政府に対する拠出と受給の関係を，全

世帯平均の姿として把握することが難しい。こ

こでは，暫定的な措置として勤労者世帯のデー

タを平均的な世帯のデータと見なして推計を行

うこととする。

表４　勤労世帯数修正のための比率

  ただし表４に示すように，高齢者の場合は勤

労世帯の割合が低く，これを全世帯の平均的

データとみなすと，特に租税負担額については

過大に推計されるおそれがあるので，『家計調

査』の租税の負担（主として，勤労所得税とそ

の他の住民税，固定資産税等からなる）につい

ては，統計表の数値に勤労世帯の割合９をかけ

あわせて推計した。すなわち，勤労世帯の租税

負担額が100,000円であり，そしてその勤労世

帯の割合が25％であった場合には，100,000×

25％＝25,000をその世代の一世帯あたりの平均

的租税負担額とみなして計算するものとする。

特に，表４で，60歳以上の21.23％のための修

正は必要かつ意味があるといえよう。

Ⅴ－２．同居高齢者の問題

　勤労者に関する問題に続ぐ，第２の問題とし

９  これは，統計資料作成上の技術的問題であるが，家計調査の調査の現場では，勤労世帯のうち特に共働き世

帯は，調査拒否にあうことや不在のため調査表の配布回収ができないなどの事由もあって，勤労世帯数がやや

低めに出てしまうとバイアスが存在するといわれている。
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て，わが国では高齢者が子供世帯と同居してい

ることが多く，高齢者の行っている拠出と受給

の状況が，他の年齢区分のデータの中に分散し

隠れてしまうという問題がある。その結果，年

齢に応じた変化が正確に観測できないという問

題が生じる。本推計で世帯に関するデータの基

礎とした『家計調査』や『全国消費実態調査』

では，年齢階級別統計で高齢者に関するデータ

も入手できるが，年齢階級の基準があくまで世

帯主であるために，高齢者部分のデータが「高

齢にもかかわらず子供と同居せず独立して世帯

を営める人」というバイアスのかかったデータ

となってしまう問題点がある。また，これらの

統計で抽出されるのはこのようにいわば独立高

齢者のため，全体に占める高齢者の世帯数比率

もいきおい少ないものとなってしまう。ここで

は，負担額等のデータそのものは暫定的にその

まま利用するものとして，抽出される高齢者数

が少なくなってしまうという問題を，『国勢調

査』のデータを使うことで軽減している。

図３　年齢階級別世帯数の比較

表５　年齢階級別世帯数の比較
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  表５に示すように，『全国消費実態調査』や

『家計調査』で抽出される世帯数分布では，例

えば65歳以上の世帯数については，『国勢調査』

のいわば真実の世帯数分布に比べ1/10程度に

なっている10。

  そこで，この世帯数分布のバイアスを調整す

るため，年齢階級別分布世帯「数」に関して

は，『全国消費実態調査』や『家計調査』のサン

プル分布をとらず，『国勢調査』の２人以上の

世帯の世帯主年齢階級の分布を採用することと

した11。この世帯数分布の形状で4,100万あまり

の世帯を割り振った。

Ⅴ－３．法人部門分の帰属の問題

　世代別勘定の推計においては，政府の収入の

うち国民負担として帰属の可能であるものにつ

いて，カウントする。法人税を中心とした法人

部門の負担は，最終的には賃金・配当・製品価

格等を通じて，個人（＝家計）に転嫁されてい

ると考えられる。そこで，法人税の負担のうち

1/2は供給側の要素所得に転嫁されるとし，残

りの1/2は需要側の製品価格に転嫁されるとし

た。次に，最近のマクロ的労働分配率に従い，

要素所得のうち一定割合（65％）は賃金転嫁分

として，これを家計の雇用者所得で案分し，残

りを資本所得転嫁分として家計の保有金融資産

割合で案分した。また，製品価格転嫁分は家計

の消費割合で案分した12。

Ⅵ．推計の実際

  以下ではこれまで述べたような前提に従っ
て，実際に推計をおこなう。

Ⅴ－１　負担（政府の受取）

(1)　まず間接税37.3兆円あまりは，最終的には

  消費の際の価格に転嫁されているとして全額

  を家計の負担とし，これを『家計調査』の世

  代別の消費支出額で案分した。

(2)　直接税59.5兆円は，法人が22.2兆円，家計

  が37.3兆円にわけられるが，法人部門の負担

  は，先に述べた方針で案分する。いっぽう，

家計部門の負担は『家計調査』の租税負担額

により，直接に案分した。罰金および強制手
数料は，『家計調査』により案分可能である
が，財政制度の分析には馴染ず，また金額自
体も小さいためここでは除外した。

  社会保障負担は，いわゆる雇用主負担分も
含めて，最終的には全て家計の社会保険料負
担によるが，それは主に年金保険料，健康保
険料，その他の社会保険料負担からなる。こ

の負担を『家計調査』および『全国消費実態
調査』のデータにより世代別に案分した。

10　平成２年の国勢調査によれば，子供が世帯主となっている高齢者は，60歳台で13.4％，70歳台では38.8％，

 80歳以上では，64.3％にのぼる。
1 1　より厳密に定義するのであれば，あらゆる意味で負担をし受給をしているのは個人であるから，国勢調査

 の「人口」の分布を使うべきであるが，課税や給付の単位が世帯となっていることも多いため，ここでは第１

 段階の試みとして，世帯主の年齢で見た２人以上の世帯数分布を使用した。これで，マクロの計数を年齢階級

 別に割り振った際に，高齢者世帯数が過小であるために，１世帯あたりの計数が過大になってしまう問題を

 軽減することをねらうものである。
12　これまでわれわれは法人税の負担は，全額資本に転嫁とみなし家計の資産割合に応じて配分するか，全額

 商品に転嫁されているとみなし，家計の消費割合で案分計算し，この両者で大きく結果が異なった。「正解」

 はこの両者の中間点のどこかにあると考えられるため，今回資本・労働・商品に混在させて転嫁した。
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表６　一般政府の所得支出勘定（再掲）

Ⅵ－２．受益（政府の支払）

(1)　政府の支出のうち補助金と社会扶助金，対

  家計民間非営利団体への経常移転の合計58兆

  円あまりは，対家計民間非営利団体等を通じ

  て家計に直接・間接に配分されるとし，各世

  代の世帯数に加重平均して案分した。

(2)　社会保障給付の総計46兆円は，年金・恩

  給，医療保険雇用保険，児童手当などに分

類されるが，これを『国民経済計算年報』の

一般政府から家計への移転の明細表，『家計調

査』，『全国消費実態調査』,『所得再分配調査』

（厚生省）などから世代別に案分計算した13。

Ⅵ－３．　生涯負担・受給

  上に述べた前提に従い，1992年時点における

その１年の年齢階級別の国民負担・受益表を作

成した。

表７　経済全体での負担と受益

1 3    このほかの政府支出のうち貯蓄は公債収入とあわせて，固定資本形成いわゆる公共投資の源資となるが，

  あまねく広がる公共投資の受益を年齢階級別かつ現在から将来に向けて帰属させることは困難であるために，

  ここでは分析から外してある。
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１補．直接税の負担内訳（全世帯合計）

２．受益内訳（全世帯合計）

  このマクロベースでの負担と受益を，先に述

べた『国勢調査』の世帯数のルールに従って１

世帯毎に割り振る。
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表８　一世帯あたりのでの負担と受益

１．負担内訳（一世帯あたり）

２．受益内訳（一世帯あたり）

１補．直接税の負担内訳（一世帯あたり）
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表９　基本ケースにおける負担分布

図４　基本ケースにおける負担分布

  さらに，この1992年時点での負担・受益の

「構造」が変化しない，として，これ以降の各

世代の生涯の純拠出（受益─負担）を試算した14。

14  すなわち現在の20歳台の世代が30歳台になれば，現在価値額で今の30歳台と同じ負担と受益を負うとする。

  また，ここでは各個人は，今後79歳まで確実に生き80歳で死亡するとし，60歳から79歳までは同じ額の負担と

  受給があるとした。ただし，70～79歳は大きく割り引かれる点が60～69歳と異なる。
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表10　現存する各年代の今後の名目的負担

表11　今後の各年代の実質的負担

Ⅶ．将来の政府収支の試算

  以下では，現在の負担・受益構造を前提とし

て，将来の政府の財政構造を推計する。そこで

は，厚生省の将来の人口推計に従って各年齢階

級の将来値を求め，その割合で各年度の財政収

支を予測することとした。

計（中位推計）から，今後100年間の10歳階級別

の「人口」を集計した。

Ⅶ－１．将来世帯数の推計

まず，第１ステップとして，厚生省の人口推
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図５　今後100年間の年齢階級別「人口」

  次に，第２ステップとして，各年齢階級別に

人口数から世帯数を求めた。この際，平成2年

の『国勢調査』に従って，年齢階級別の世帯数

構成比率（＝年齢階級別世帯数／当該年齢人口

数）が続くと仮定した15。

図６　今後100年間の年齢階級別「世帯」

Ⅶ－２．将来の政府のキャッシュ・フロー

  ここでは政府の収支を予測するため，さきの

年齢階級別に受益を推計するときにはカウント

していなかった，投資的な政府支出の額も検討

に加える。そこで，かなり強い仮定であるが，

1992年の公的総資本形成の支出額36兆7,753億

円を基準に，その後の世帯数に比例して増減す

るとした。すなわち。ここでは政府投資の必要

額は一人あたり均等で，その結果として人口に

比例的に増減するという仮定をおいていること

になる16。

  なお，1992年時点での一般政府の総資産から

1 5    世帯構成率は２人以上の世帯を基準に算出したが，１人以上の世帯との乖離は一律に上乗せした。世帯

  構成比率は20歳台で0.0945417，30歳台で0.3240198，40歳台で0.4384215，50歳台で0.477681，60歳台で

  0.3726886であった。
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総負債を差し引いた純資産は，『国民経済計算

年報』より，396兆4,225億円であるが，これに

は容易には流動化できない実物資産も含まれて

いる。最終的に政府が国債を中心とした負債を

将来時点でクリアーする際に，もしこれらの実

物資産を取り崩して支払えば理屈の上では支払

い切ることになるが，実物資産から発生してい

る国民の受益水準がその分減少するし，公共建

造物を支払いの手段とすることは現実的でもな

い17。そこで，これら実物資産の水準を一定に

保ったままで（厳密には今後フローで投資され

る分は保ったままで）政府のバランスをカウン

トすることとした。

表12　1992暦年時点の政府資産・負債

  これによれば，政府の金融純資産は1992暦年

末時点で，金融資産302兆から負債330兆を差し

引いた，27兆8,130億円の負債超過になる18。そ

こで，政府の財政状態はこの水準からスタート

するものとする。

  先に述べたとおり，推計された将来世帯数に

従って，現在の20歳代の受給のプロフィールに

従って，政府の消費支出，補助金，社会保障支

出，政府投資の総計を計算した。計算の上で

は，一世帯あたりの支出額は一律に３％で増加

することとした。

  図７では，将来の政府支出の推移を３％の一

人あたりの経済成長を加味しないで，すなわち

人口学的変化だけからもたらされる政府支出の

推移を示してある。なお2090年以降は，単純化

のため人口構成が一定となり完全に定常となる

という仮定に従って，政府支出は一定となって

いる。

16   政府投資の大部分がいわゆる「公共財」に向けられていることを考えると，公共投資が人口に比例的に増減

  するという仮定は，公共財の共同消費の性質にそぐわないが，ここで簡単化のために人口比例として将来投

  資所要額を推計することとした。
1 7   公共建造物を取り壊さずとも，ＮＴＴやＪＲあるいは国有地のようにその所有権を競売にかけ売却してもよ

  い。あるいは今後，公共投資をせず，減価償却分の填補をしない方法でも，取り崩したのに近い効果が得られ

  る。いずれにしろ，ここでは公共建造物を中心とした公共財は維持されるとした。
18  これは，政府部門の国債を中心とした借り入れと，社会保障基金の預り金の相殺の結果に相当する。
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図７　将来の政府支出の推移

  いっぽう，推計された将来世帯数と現在の20

歳代の負担プロフィールに従って，政府の直接

・間接税の収入，社会保障関係の負担金収入を

計算した。ここでも計算の上では，収入額は一

律に３％で増加させることとした。

図８　政府収入の推移

  図８では，将来の政府収入の推移をこの３％

の一人あたりの経済成長を加味しないで，やは

り人口学的変化だけからもたらされる政府収入

の推移を示してある。ここでも2090年以降は，

人口構成が完全に定常となるという仮定に従っ

て，政府収入は一定となっている。

  さらに，政府の毎年の収入─支出を計算し，

毎年のキャッシュフローについて見てみる。
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図９　政府収支，赤字の推移

  図９では，下部に伸びた面グラフが毎年の単

年の赤字額（下部に行くほど赤字＝公債等の追

加発行まかなう）を示す。これを見ると，2040

年頃の高齢化の最大ピーク時に，政府のキャッ

シュ・フローが最も厳しくなっていることがわ

かる。なお，図９ではキャッシュフローのイ

メージを捉えるために，３％の経済成長や５％

の割引率を加味していない数字である。すなわ

ち，人口学的な要因によって変化する収入，支

出の変化だけを描出してある。これを見ると，

支出のピークは2015～2020年頃であるが，赤字

のピークは2035～2040年となり，時間的なずれ

があることがわかる。なお，ここでは現在の負

担と受益の構造を前提としてこれを延長した場

合の推計である。

Ⅶ－３．政府負債の考え方

  Ⅶ－２．では，将来の負担と受益の構造が現

在と変わらないとした場合の各年のキャッシュ

・フローを計算した。この各年のキャッシュ・

フローの割引現在価値は，将来世代の追加的な

負担となることが，式(1)でわかる。

  その結果，政府負債は，現状のままの負担・

受益構造を前提とした財政構造により，現在価

値額にして1,906兆円あまりの負債Ｄg(1992)が

あることになる。

表13　政府の負債試算

  以下では，この将来世代への純負担の割引現

在価値を将来世代（1992年以降この経済に参加

する世代）が負担するとするとどうなるかにつ

いて試算する。負担の割り振りは，今後，次々

とこの経済に参加してくるnew-borns世代の

20歳時点の世帯数を基準にこの負担を割り振る

ものとする。第ｋ年次にこの経済に参加する世

帯数をＰ(k)，この世代の一世帯あたりの第ｋ年
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（1992，k）となる。これを寒暖に ad(k)と表すも

のとすれば，

次の追加的負担額をｔ年次に換算した追加的負

担額をad(t，k)とすると，現在価値額では，ad

となる，いまどの世代の追加負担も同じである とすると，ad(k)＝ad（ｋ＋１）＝adであるから，

  ここでは，一人あたりの実質経済成長率ｇお

よび割引率ｒはそれぞれ３％，５％と仮定して

いるので，人口（＝世帯数）Ｐ（ｋ）の流列が

決定すれば，一世帯あたりの負担額adを求める

ことができる。計算の結果，

の部分は，87，450，513世帯分相当になることが

わかった。従って，政府負債の現在価値額が，

1,906兆円であるから，new-bornsの一世帯あ

たり1992年価額で21,791,104円の生涯の追加的

負担を負うことになる。

Ⅷ．シミュレーション

Ⅷ－１．シミュレーションのケース分け

  上に示された結果は，現在の負担・受益構造

を前提とし，その他様々な仮定に基づいたもの

であるが，これによって財政政策の効果を評価

する一つのツールが得られた。

  そこで以下では，将来の高齢化社会を想定し

て負担・受益構造の見直しのシミュレーション

を試みた。考えられるシミュレーションのス

トーリーは以下のとおりである。

表14　シミュレーションのケース

  このシミュレーションで気を付けなければな

らないことは，負担構造の変更は受益構造が変

更されない限り，国民の拠出額の総額は基本的

には変わらないということである19。

Ⅷ－２．ケース１：直間比率の変更

まず，シミュレーションの第一ケースとし

1 9    ただし，現存世代の負担と名目的な政府負債の額は変わりうる。
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て，直間比率の変更の影響を現行世代に及ぼす

影響を中心に検討する。1992年では，直間租税

の合計額96兆8,047億円の内訳は直接税59兆

5194億円，間接税37兆2853億円で，いわゆる

「直間比率」は６：４になっている20。ここで

は，これを総税収額97兆円あまりは一定で比率

を逆に４：６に修正した場合（税収中立的な改

革）の負担の変化を検討する21。

  修正の方法として，直接税のうち家計負担分

37兆円あまりの負担をを60％削減し，15兆円あ

まりに減税し，これによる歳入減少分を税収中

立的に間接税の増税で補うものとする。その結

果，直接税37.2兆円，間接税59.7兆円でいわゆ

る直間比率は，ほぼ４：６になった。

表15　新しいマクロ的負担構造の分布

20    『国民経済計算年報』に示される間接税の定義は，消費税，輸入関税，酒税等の一般的な間接税のほか，国

  民が間接に負担した租税的な正確のある強制的徴収手数料も含まれるため注意を要す。
21    この改革により，改革初年1992年の税収は中立であるが，その以降の年については人口構造の変化に応じ

  て税収は中立的となくなる。
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表16　現存世代の新たな負担

図10　直間比率の変更後の拠出

  この結果，財政収支はこの税収中立的改革に

より毎年１％前後の変化しか示さない。これ

は，図10に示すように世代別による純拠出の動

きにも大きな変化はないからである。

  この最も大きな原因は，50歳代の負担が直接

・間接税および社会保障負担のいずれもピーク

となっており，直接税の減税の恩恵は50歳代に

最も大きくおよぶが，同時に間接税の負担増を
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通じて50歳代にもっとも大きくそのツケがまわ

るため，増減税が同様の効果をもって表れてし

まうためであり，また他の世代を見ても世代別

の直間比率があまり変わらないためであると考

えられる22。

  厳密には，この50歳代の世帯の負担には同居

している他の世帯の負担も含まれているため，

直接税であれ間接税であれ，他の世代と比較し

てこのように大きな負担となっているのである。

これは，世代別勘定のデータとして現在のよう

に世帯主年齢を基準とした世帯単位の調査を使

用しているための限界である。

  さて，単年度でこのように世代別の純負担に

大きな変化がないため，将来の政府の財政収支

については，人口構造が変化しても基本ケース

とあまり変化のないものとなる。この改革でも

将来世代に追加的におよぶ負担は，一世帯あた

り21,149,210円（1992年価格）になり，ほとん

ど変化がない。

図11　各年齢階級の負担内訳

Ⅷ－３．ケース２：年金給付の削減

  次に，第２ケースとして，年金を中心とした

社会保障支出（1992年時点で46兆円あまり）を

削減するケースを検討する23。ここではやや厳

しい改革であるが，1992年以降自助努力を促

進させ，その結果として社会保障支出が一律に

25％削減されるというケースを検討した。従っ

て，この改革は現存世代も将来世代も政府から

の受益が減少するという影響を受ける。

この改革により，60歳以上の世代についての

一世帯あたりの純負担（受益）は，単年度で

253万円から165万円に減少し，その結果として

1992年以降の期待純受給額は，4,597万円から

2,997万円あまりに減少した。

  政府の負債の現在価値額は，1,084兆円あま

りとなり，この結果，将来の一世帯あたりが負

うところの追加的負担額は，基本ケースに比べ

1,000万円程度軽減され，年間2,115万円あまり

から12,393,784円（1992年価格）になる。

22     ここでいう直間比率は『国民経済計算』体系に基づいているため，財政統計上の定義とはことなる。詳しい

  相違は，藤岡・渡辺ら（1994）のP.161ほか参照。
23     厚生省の年金改革案では年金給付を60歳から65歳に段階的に引き上げることとなっている。これは，60歳

  から80歳までの５歳おきの４区間のうち，１区間（25％）総当分がカットされることを示す。
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表17　社会保障を25％削減した場合の現存世代の負担推移

図２　社会保障負担の25％削減した場合の現存世代の負担推移
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図13　社会保障を25％削減した場合の政府の財政収支試算

表18　社会保障を25％削減した場合の政府の負債試算

Ⅷ－４．ケース３：将来の負担を増やさない

  これまでのシミュレーションでは，直接税の

改革でも負担構造はあまり変化せず，社会保障

給付の25％を削減するケースでも，なお1,000

万円を越える追加負担が残るという結果が得ら

れた。

  そこで最後に，将来世代の負担を現存世代の

20歳代と変わらないようにするための，社会保

障負担の切り下げ水準についてシミュレーショ

ンを行った。

  この場合，現在すでにある27.8兆円負債も含

めて将来世代の追加負担adが０となるために

は，社会保障支出の58％を削減し，現行支出水

準の42％にしなければならないという結果が得

られた24。

2 4   ここでいう将来世代の負担がゼロとは，割引現在価値ベースにおいてゼロということで，各年においては

 赤字，黒字はありうる。なお追加負担がゼロとは名目的な負担が増えないということであり，社会保障水準の

 切り下げを通じたネットの負担─受益水準は当然悪化する。
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図14　将来の追加負債を0とする場合の拠出比較

表19　将来の追加負債を０とする場合の現存世代の負担推移
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図15　将来の追加負債を０とする場合の政府の財政収支

図16　社会保障水準と将来世帯の負担
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表20　社会保障水準と将来世帯の負担

Ⅸ.まとめ

  本研究では，まず第１に1992年の現行の負担

水準のもとで，『国民経済計算』等のマクロの

統計を使って，直接・間接に政府と個人の負担

と受益を10歳年齢階級別に世帯単位で分解推計

することを試みた。その結果，単年の純負担推

計では，20～50歳代が純負担，年金等社会保障

受給の大きい60歳以上が純受益となっているこ

とがわかった。

  この計数に基づいて，現存する各年齢階級が

死亡するまでの今後の純負担推計を行ったとこ

ろ，最も若い世代は今後4,000万円前後の生涯

純負担を負うという結果が得られた。

  次に，将来の人口・世帯推計に従って，今後

の政府の財政収支を予測したところ，現行の負

担受益水準が変わらないとすると，一世帯あた

り2,000万円を越える直接・間接の純負担の増

加となることがわかった。これは，最後の現在

世代（＝最初の将来世代）の負担が4,000万円

前後であることから考えあわせるとおよそ，

50％アップに相当する。これは，米国でのコト

リコフらの同様の推計の20％アップという結果

に比べると将来世代への「ツケ」は，かなり大

きい。

  次にここでは，将来財政の改革シミュレー

ションを３つ行った。１つはいわゆる直間比率

を現行の６：４から，家計部門の直接税を減税

し，その分を間接税でまかなうことにより，

４：６に変更するケースである。このケースで

は，将来負担はほとんど変化がないという結果

になった。

  第２に，社会保障支出を直ちに25％引き下げ

るケースでも，将来世代の追加負担は1,000万

円を越えるという結果が得られた。第３に将来

世代と現在の20歳代の純負担が等しいような

ケースでは，これを社会保障支出の削減のみで

達成しようとすると，58％あまり削減の現行対

比42％の水準に引き下げる必要があるとの試算

結果が得られた。

Ⅸ－１．推計結果のまとめ
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表21　推計結果の比較

Ⅸ－２．問題点

  本推計の結果は，以下のような推計上の技術

的な制約の上での試算であることに注意された

い。

  まず，負担や受益を世代別に分解するための

基準データが個人のデータではないことである。

このため，同居高齢者や未成年や結婚前の子供

のデータが，50歳代の世帯に上乗せされてし

まっている恐れがある。

  このほか，上記の如くかなり大きな範囲で負

担をカウントしているものの，受益ベースで

は，そのカウント項目は教育費を除いて平均的

な政府消費の受益や社会保障関連給付に限定さ

れており，年間30兆円あまりの公共投資から発

生する帰属的受益を世代別に分解しカウントし

尽くす作業が行われていない。このため，数字

の上での純負担は１世帯あたり生涯で4,000万

円あまりとかなり大きな数値になっている。た

だし，本推計のウェイトは力点は一世代の損得

勘定だけではなく，むしろ同じルールで計った

世代間の比較にあることも留意されたい。

  今後はこれら推計上の問題点を改良し，あわ

せて勤労者，高齢者，世帯単位といった，基本

データの制約をどこまで克服できるか引き続き

研究を行う必要がある。

（以　上）
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